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果、グラフ 8xxviiiの様に古い艦艇が増大し、維持・修理費の増大という新たな負担を米

海軍に負わせる結果となっている。 

 また、グラフ９xxixは、2015 年 2月の海外所在艦艇と米国内艦艇の運用状況の違いを

表したものであり、対中脅威対応の運用上の要求を満たす為に、在日米海軍艦艇の活

動が米国内在籍艦艇、NATO

軍艦艇に比較して如何に厳し

いかについて直截に表現され

ている。 

そのことが直接的な原因で

あると短絡的に結論付けるこ

とはしないが、2017 年に連

続して生起した米艦艇による

海難事故の一つであり、6月

17 日に生起した米海軍ミサイル駆逐艦フィッツジェラルド（DDG-62）の相模湾南方

における商船との衝突事故に対する米国国家運輸安全委員会の報告書xxxからは、休み

無く実行動に駆り出される厳しい運用状況を垣間見ることができる。 

この様な米海軍の現状を補完する意味で、同盟国海軍に期待されるものは大であ

り、海上自衛隊もそれに及ばずながら応える為に、多くの艦艇を海外における演習に

参加させる等、様々な制約の中で、出来る限りの対応を実施しているのが現実であ

る。その活動が、日本の国益の為であることは当然であるとは言え、海上自衛隊の運

用が厳しいのは現実である。冷戦期、日本近海で海上交通路（ SLOC：sea lines of 

communication）防衛を精緻に構築してきた海上自衛隊とその活動、任務におけるダ

イナミズムが米海軍の期待という外圧で年年歳歳変化してきているのである。 

対中国通常抑止を米海軍に一方的に期待できる状況でないことを日本国民は、再度

理解すべきである。 

 

（３）米海軍における空母のステータス 

 米海軍の建造計画では、現在、ジェラルド Ｒ．フォード（CVN-78）型空母３隻

（ジョン・Ｆ．・ケネディー（CVN-79）、エンタープライズ（CVN-80）、ドリス・

ミラー（CVN-81）の連続建造が進行中である。1隻に掛かる建造費は、CVN-78 ベー

スで 133 億ドルでありxxxi厳しい財政下にあっても、予算の高い優先順位をもって建造
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されている。１隻で航空機関連乗員を合わせて約 5,000 人の人間を要する一つの町と

もいえる戦闘マシーンを常に稼働状態で維持することの経費は膨大であり、かなり古

い話ではあるが、空母１隻１日１億円と言っていたものである。（現在は大幅に増大

していることは間違いない。）また、艦載搭乗員養成に一人 80万ドル（これも古いデ

ータxxxii）と言われている。これだけの負担を甘受して維持している空母は、米海軍そ

のものと言える部隊である。その揺るぎないパワープロジェクション力と不可侵性の

絶対的な信頼に対して、中国 DF-21D により疑問符を付けられた時の米海軍関係者の

うろたえと怒りは察するに尚余りある。実際は、広大な洋上に在る限り戦術核でも使

用しない限り空母を撃破することは容易ではないが、空母を守る為であれば、米海軍

はどの様な武器・装備も運用も用いるであろう。 

 この空母の中でも最も精鋭の第７艦隊戦闘

部隊（TF70）と第５空母航空団(AG5)が日

本を基地としている。我が国にとっての意味

を中国脅威が強く認識される今日、尚のこと

理解すべきであり、その為のサポートの一

つでも考えることは、必要であろう。 

例えば、問題となったイージスアショア

の整備過程で既に調達してしまったもの

の、艦載用の装備として使い物になるかど

うか判らず、もし使えるとしても、米海軍と

のインターオペラビリティ上の制約のある陸

上イージスシステム AN/SPY-7(V)1 を図の様

な南西諸島や沖の鳥島等に配備xxxiiiし、エリ

アの定常的な BMD カバーにより、空母機動部へサンクチャリーを提供し、更に米国

土であるグアム島に提供することは、妄言ではなく、明確なホストネーションサポー

トではないだろうか？ 

一方で、米空母の脅威とするミサイルは、米空母を主目標にしているとはいえ、こ

の海域の脅威である。直接標的となるのではなくとも、平時、試射と称して第一列島

線と第二列島線間の日本近海に当該ミサイルが弾着することとなれば、この海域の脅

威評価は上昇し、海上保険の掛金の増大や船員の乗船拒否等、我が国経済に及ぼす影

響は大きい。我が国の現在の BMD の主対象は、北朝鮮であるが、そろそろ南西諸
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島、我が国 SLOC 航行船舶、海上自衛隊艦艇への安全確保を目的とした対中 BMD へ

のシフトを考慮する時期に来ているのではないか？ 

 なお、この米海軍空母機動部隊の重要性を日本の人々に理解、認識してもらうこと

は極めて重要で必要なことであるが、一方で大変困難なことでもある。実際、USNI

ニュースが行った調査で、「米国の平均的な国民の 40％が、空母は米空軍が運用して

いる。」xxxivと回答している。将来、空自 F-35B の艦載化後は、海自 DDH は、空自

が運用していると国民には認識されるのかもしれない。 

 

（４）関係各国研究者との連携 

 本論でも明確な様に、その国の人々の興味は、その地勢、歴史、世界の中に占める

立ち位置、そして、それによる国益等の違いによって異なることは当然である。  

シンパシーを持って同様に見てくれと懇願しても、視座が違えば同情も変わる。そ

れは、我が国でも同様であり、同じ中国からの脅威を感じている国であっても、中国

と陸続きの国、現実に自分の土地（島嶼）を奪取されている国とでは中国脅威の感じ

方が異なるであろう。具体的には、フィリッピン、ベトナム、ブルネイ、インドネシ

ア、インド、台湾等である。これらの国との国家レベルでの正規の外交交流は、当然

実施されており、情報共有も有るが、トラック1.5、トラック2レベルでの情報交換、

共同研究は重要であろう。 

内閣官房参与の谷内正太郎氏が“中国との”このレベルの交流について言及してい

るがxxxv、制約が多くかつ加害者側の中国よりも、被害者側の国との交流を強化するべ

きである。どうしても研究となると、その相手として米国を始めとした西欧諸国や大

国中国が、その影響力や国際・国内の認知度から先ず志向されるが、例えば、国連海

洋法条約に基づくオランダ・ハーグ仲裁裁判所で勝訴xxxviしたフィリッピンの研究者と

の連携は大いに力付けられ、得るものも大きいと考える。 

中国から見れば、”Flock together”「弱者は蝟集する」と言われるかもしれないが、

国連においては、共に同じ１票を有する国同士、弱者であると互いに傷をなめ合うこ

とではなく、協同することにより、対処する為の相互の知恵をシナジーすることが必

要である。   

 

おわりに 
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 2015 年 9月、清華大学の趙可金副教授は、朝日新聞のインタビューにおいて、「中

国の対外政策は、北京五輪やリーマン・ショックのあった 2008 年を境に大転換し

た。」との認識を示したxxxvii。さらに、同じ清華大学国際問題研究所の閻学通所長

は、2014 年 2月「中国の対外政策は『韜光養晦』から『奮発有為（勇んで事をな

す）』への大転換をした。」xxxviiiとも述べている。これは、2015 年 12 月 31 日に大規

模な人民解放軍の改革を発表し、毛沢東さえも手を焼き或る意味おそれた人民解放軍

の改革を断行した習近平国家主席の軍心懐柔策でもあり、韜光養晦により抑圧されて

いた軍に奮発有為という解放感を与えたことは、軍が軍改革に表立って異を唱えられ

ない一つの要素であると考える。この様な雰囲気は、太平洋戦争開戦前の一般国民を

含む日本全体の雰囲気に似ており、そこに怖さを感じるのは、筆者のみではないであ

ろう。 

 “Qui desiderat pacem, praeparet bellum”:Flavius Vegetius Renatus, （平和を望むので

あれば、戦争に備えよ：ローマの軍事エッセイスト フラビノース・Ｖ・レノータス、

AD378）である。 
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